













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































発 達 教 育 学 部 紀 要
自由とそれに関する法律を解釈し，多様な法律
を形成していることである。第二に，いずれの
立場を取っても，メディアを管理する法律の必
要性を示している点である。このことは，児童
が，現代のメディア社会と表現の自由といった
権利間にある矛盾に気づき，よりよく社会を改
善しようとする意向を示していると指摘できる。
Ⅵ　おわりに
本稿では，人々の表現がコントロールされる
現代のメディア社会の構造を解釈する学習を構
成し，メディアと「表現の自由」の関係を読み
解く新たな憲法学習を開発し，その有効性につ
いて考察した。結論として，本学習では，児童
が，現実の社会問題を読み解き，多様な観点か
ら解釈し，自らの法律形成が可能であったこと
から，有効な学習構成であったと言える。また，
憲法学習改善の視点から次の二点が指摘できる。
第一は，小学校の憲法学習は，憲法の理念に応
じた具体的な社会問題を学習対象とすることで
ある。単に ３原則の理解に留まるのではなく，
生きた教材を活用することで，児童が憲法の持
つ価値を現代社会の側面から意識化させること
表 １　中国漁船衝突映像流出事件に関する記述内容
問題設定場面
「なぜ，みんなが知りたい映像を流した保安
官は辞めないといけないのだろうか。」
構造分析場面
「今回の事件は，表現の自由が守られていますか。」
Ａ児　中国とのつきあいが悪くなるから，辞めな
いといけなくなったから。
　表現の自由は守られています。なぜなら，自分で映像を出して，自分で
消しているから。だから，その後，映像が再利用されたとしても，それは
一色さんの問題ではないし，辞めたのも自分からだから，守られていると
思います。
Ｂ児　海上保安庁で働きにくくなって辞めた。 　確かに守秘義務はあるけれど，国民の知る権利が優先されるべきだと思
う。表現の自由は知る権利と一体になっているから，表現の自由は守られ
ている。
Ｃ児　国際問題にしたくなかった。みんなが中国
が悪いと言ったら困るから。
　表現の自由は守られていない。なぜなら，憲法において，一切の表現の
自由は保障すると述べているのに，一色さんは仕事を辞めることになった
から。起訴した検察は，おかしいと思う。
Ｄ児　国同士の関係が悪くなり，いろいろなデマ
が流れ，混乱させた責任をとった。
　表現の自由は守られていない。保安官は辞めないといけなくなったから。
保安官を辞めたら，退職金は出たけど，生活が大変であり，国民のために
やったことで生活が苦しくなるのだから，表現の自由は守られていないと
思う。
Ｅ児　上の位の人が，許可していないのに，勝手
に流してしまったから。
　両方である。表現の自由は，矛盾している。憲法では，表現の自由やプ
ライバシーの権利や知る権利があり，法律には，守秘義務がある。しかし，
簡単にみんなにアップして知らせることができるのだから，守秘義務が
あっても意味がない。
表 ２　保安官の立場と法律作成に関する記述内容
解釈構築・吟味場面
「保安官の立場を支持しますか，支持しませんか，それぞれの立場を明らかにして，法律を作成しましょう。」
Ａ児　私は，一色さんの行動を支持します。その為に，国家公務員法の守秘義務を変え，国民にとって大事な情報は，内閣総
理大臣の許可を得てから，公開できるようにする（守秘義務特別法）。また，公開した情報を再アップロードされないよ
うに，再公開を禁止する法律を作ります（再アップロード禁止法）。
Ｂ児　支持する。国民の過半数が期待していると思われる場合は，守秘義務より表現の自由が優先されるべきである。国家公
務員の守秘義務があるものを国会で公表して，議員の ３分の ２以上の可決で国民に公開できるようにする（個人情報を除
く）。つまり，公務員守秘義務公開法があればいいと思う。あと，公開された情報は守られなければならないから，サイ
ト管理者が勝手に消せない法律が必要（サイト管理法）。
Ｃ児　支持します。もし，国民の「知る権利」と「国家公務員法」の守秘義務が重なった場合，守秘義務が優先されるが，国
際問題に関しては，国民の知る権利が優先される（国家公務員法を変える）。また，国民のための情報を公開しない場合，
懲役か罰金を課す。また，情報発信サイトの管理者が情報を削除した場合，表現の自由を守られていないと考え，禁固 ３
年の罰を与える（発信サイト規制法）。
Ｄ児　ぼくは，一色さんの行動は国民のためになるけれど，国のためにはならないと思うので不支持です。映像を流すことで
国同士の関係が悪くなったら困ります。だから，公務員は絶対に情報を公開してはいけない守秘義務完全保護法が必要だ
と思います。（公務員を解職， ３年以上の懲役にする）
Ｅ児　不支持です。国家公務員は，ある程度自由は制限されるべきだと思う。そうしなければ，プライバシー保護法などが成
り立たなくなる。だから，守秘義務を更に厳しくして，退職ではなく免職にする。（国家公務員法の改正）また，国に関
わる情報がアップされたら，国に聞いてから公開するようにする（サイト管理法）。
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メディアによる「表現の自由」への影響を読み解く憲法学習
が可能となる。第二は，具体的な法律を児童に
形成させることの意義である。法形成の活動は，
現状の法律と社会の関係を構造的に読み解き，
自らの解釈を明らかにする活動である。児童，
自らが判断した内容を具体的に法律として表明
させることで，法形成の主体者としての資質育
成につながると言えよう。
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